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社会的な調査環境が質的・量的に変化しつつある中で、Web 技術を応用した調査手法が Web 利用人

口の拡大とともに次第に定着しつつある。この新しい調査手法の方法論的な可能性と課題を検討する

ために、Web 上の入力フォームによるデータ取得を主な機能とする簡単な Web 調査票システムを試作

し、SOHO を対象とした実際の SOHO アンケート調査で運用した。本稿では作成したシステムの設計

基準に関する検討内容、および運用時に経験された問題点や課題について調査主体・調査実施者・回

答者のそれぞれの立場から整理し、一つの例として、回答数から見たクローズ調査とオープン調査の

相違を比較検討した結果を報告する。 
 
 
 

 
 

A Study on Web-based Questionnaire System  

and its Application for SOHO Survey 

 
Tomoko IZUMITA2 

 

 

The use of Web-based technology in the field of social survey is expanding with the rapid growth of Web-user 
population, while social survey environment is changing both in quality and in quantity. This paper reports an 
implementation of Web-based questionnaire system for surveying SOHO (Small Office Home Office). The system 
was created to examine the possibilities and the problems to be solved of Web-based questionnaire system as a new 

social survey method. These issues are reviewed from surveyor, system engineer, and respondent, based on an case. 

Additionally, the number of responses in Web-based survey is discussed based on a comparative analysis between 

closed survey and open one.
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１．はじめに 

Web 技術を利用したアンケート調査は近年、行政

や研究機関の実施する比較的大規模な調査から顧

客サービスや市場調査、さらには個人の趣味的な調

査に至るまで幅広い目的で実施されている。このこ

とは、実施が比較的容易でしかも通信回線経由でデ

ータを取得できるという Web 技術の特性に大きく

依存している。代表的な調査手法としては電子メー

ルを用いる方法と Web ページ上に設けたデータ送

信用のフォームを用いる方法がある。このような調

査は一般に Web 調査あるいはインターネット調査

などと呼ばれ、社会調査法においては電子的調査法

の一つとして位置づけられている。ここでは Web

調査と呼ぶことにする。近年、以下のような理由で

Web 調査の利用が拡大している。 

 インターネット利用人口の増加 

 携帯電話や PDA(Personal Digital 

Assistance)など Web 利用環境の多様化 

 各利用分野での方法論的な研究の進展 

 Web ページのデザインやデータ記入・送信フ

ォームなど表現上の自由度の拡大 

 Web システムの開発や管理を行うための技

術革新（特にサーバサイドの処理、データベ

ースとの連携、ネットワーク上のセキュリテ

ィ関連技術の向上など） 

 ポータルサイトやメーリングリスト（ML）な

どの会員登録者数の増加 

そこで本稿では、Web 上の調査票システムを利用

して SOHO(Small Office, Home Office)を対象に実

施したアンケート調査の回収結果を踏まえながら、

社会的な調査研究の手法として普及しつつある Web

調査票システムの問題や課題について考察した内容

を報告する。まず実際の調査過程で生じた問題や課

題について、主に調査主体（調査者）、調査実施者（シ

ステム運営者）、調査協力者（回答者）のそれぞれの

視点から整理する。あわせて今回の調査に合わせて

試作した２種類の Web 調査表システム（オープン型

調査とクローズ型調査）のシステムの概要および設

計基準について説明する。特に今回の調査では回収

率が低かった（全体で約 130）ため、システムに接

続した数を全体としたときのオープン型とクローズ

型調査の回答票数、回答設問数、および回答記入数

を比較し、調査票システムの回収結果への影響につ

いて考察を行う。 

分析の対象とする調査データは、日本テレワーク

学会地域研究部会が地方における SOHO の実態を把

握するために2002年 10月から2003年 3月まで断続

的に実施したアンケート調査の回収結果の一部であ

る。前半の地域別調査では調査対象者を事前にリス

トアップするクローズ調査、後半の全国調査では

SOHO 関連 ML や学会のホームページ上で回答を募る

オープン調査を実施した。全社と後者のシステムの

違いは、ID とパスワードによりシステムへの接続を

制限の有無にある。また後半のシステムでは、前半

のシステム仕様上の問題点を若干改善してある。 

 

２．Web 調査実施の概要と問題点 

２．１ 調査の概要 

 調査の目的：地方を拠点として活動する

SOHO の支援育成に役立てるための意識と実

態に関する基礎データの収集・分析、およ

びそのための調査手法の検討 

 SOHO の定義： IT（情報技術）を活用して自

宅周辺で営まれる小規模な事業 

 調査対象者：SOHO を営む個人、または法人

組織の経営者。新規参入者および自宅で被

雇用者の立場で働くいわゆる在宅ワーカー

も広義の SOHO として対象とした（地方では

数が多いと考えられるため）。 

 主な調査内容： 

① SOHO 開始の経緯と現状について 

② 仕事環境について 

③ 経営規模について 

④ 営業活動や業務のネットワークについて 

⑤ SOHO の育成および支援施策について 

 Web 調査の実施方法 

11月から 12月にかけて約 2週間単位で福島、

高知、和歌山、山形各県で地域限定型の Web

調査を実施した。さらに 2003 年 3 月に全国

の SOHO を対象とした Web 調査を実施した。 

 調査依頼方法 

   個別地域調査では、主に対象者への個別メー

ル依頼、全国調査では調査票ページの URL

を記載した調査協力依頼文を学会ホームペ

ージ、SOHO 関連団体の ML などに掲載。 

 実施期間：2002 年 10 月～3 月 

 

２．２ Web 調査票システムの概要 

 この調査のために試作した Web 調査票システムの

主要な機能は以下の通りである。 
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①クライアント側から送信されたデータの取得と

データベースへの保存 

②クライアントからの要求に応じた HTML ドキュ

メントの生成 

③サーブレットの起動から終了までの一連のセッ

ション管理 

④ID とパスワード情報による利用者制限 

⑤動作エラーの検出と対処 

⑥利用者の環境に応じた日本語文字コードを設定

するための文字コード自動判別機能 

 このような機能をさまざまな回答者の Web 利用環

境を前提に実現するために、Web システムの実装に

はサーバサイドプログラミング技術を採用した。具

体的には、サーブレットとその拡張技術である

JSP(Java Server Pages）により Java プログラムを

HTML ドキュメントに埋め込み、クライアント側から

の要求時に Web ページをダイナミックに生成するシ

ステムを作成した。サーブレットと JSP は Java の開

発環境である Java2 Platform Enterprise Edition

（J2EE）で動作するJavaのAPIである。PC上のJava2 

Platform Standard Edition（J2SE）環境下で動作さ

せるために、サーバマシンに J2EE のリファレンス実

装ソフトウェアである Tomcat をインストールして

調査票サイトの構築を行った。 

また、サーブレットをデータベース管理ソフトウ

ェアと連携させることにより、調査票の設問部分に

ついて設問文章やフォームの記入形式を調査主体が

データベースを利用して操作できるように実装した。

実装環境は表１の通りである。 

表１ 実装環境 

OS Windows 2000 

Java 仕様 J2SE SDK 1.3.1_01

Webサーバアプリ

ケーション 

Tomcat4.0 

データベース MS Access 2000 

２．３ 設計基準 

システム構築時に重視した設計基準をまとめると

以下の通りである。 

①システム運用しやすいように、全体にシンプル

なページデザインを採用する。 

②ネットワーク上のリクエストがスムーズに行わ

れるように適切なセッション管理を行うととも

に、できるだけステップ数（表示ページ数）を

少なくする。特に入力フォームは１つのページ

に表示し、スクロールバーで移動させ、セッシ

ョン数を増やさない。 

 ③入力フォームは回答者に負担をかけないチェッ

クボックスやプルダウンメニューなど簡単な

HTML フォームを採用する。 

④可能な限り数多くの回答を得られるように自由

回答のためのテキスト記入フォームについては

文字数を制限しない。 

⑤調査対象である SOHO 以外のデータ送信を回避

するために、最初のページで SOHO タイプを選択

しない場合は調査票を表示しない。 

⑥必要な手続きを行わない場合に生ずるエラーに

ついてはエラーメッセージ用のページを生成し、

利用者に対処法を伝える。 

 ⑦回収データのセキュリティのため、データベー

スへのアクセスは送信データの保存と調査票内

容の表示のみに限定する。 

Client-side       Server-side

HTTP server 
Web 
Browser 
 
HTML 

request 

response

Java API
（Tomat) 

 

 

DB（Access）

answer, log,

HTML 

JSP-validate 

    -questionnaire 

- -confirm 

 

JDBC driver

図１ システム構成 

 

図２ 入力フォームページ（オープン調査） 
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    オープン調査     クローズ調査 

 

   調査票サイトへの接続   

 

             ログイン 

 

調査票トップページ（p.1)の表示・閲覧 

 

SOHO タイプの選択データ送信 

 

回答入力フォーム（p.2)の表示・閲覧・記入 

 

  回答記入データの送信   

 

記入内容確認ページ（p.3)の表示・閲覧 

 

内容確認データの送信 

 

送信手続き完了メッセージ（p.4) 

           

ブラウザのウィンドウを閉じる（ログアウト） 

図３ クライアント側のアクションフロー 

 

調査票システムの入力フォームページデザイン例

を図２に、回答者の側から見た調査票システムの利

用の流れを図３に示す。データベース側には、通信

記録保存ファイル、クローズ調査用の ID とパスワー

ド照会ファイル、設問内容・記入フォーム設定ファ

イルおよび送信された回答データ保存ファイルを用

意した。クローズ調査ではログイン情報による回答

記入ページへの接続制限を行っているほかに、自記

式の調査として記入内容を確認してもらうために、

最終データ送信の前に内容確認ページの表示を 1 ス

テップ追加してある。実際にはクローズ調査のログ

解析を行ったところ、ほとんどの回答者が確認ペー

ジの生成から最後の送信確認ページの生成までの間

の時間がわずかであったことから、確認後の修正作

業をほとんど行っていないと判断した。接続時間が

長くなるとインターネット上での接続エラーが生じ

る可能性が高くなることも考え、次のオープン調査

では確認ページのステップを削除した。 

 

２．３ Web 調査法の利点・問題点と課題 

Web 調査の最大の利点は調査の実施における利

便性にある。調査者側にとっては、Web 技術の応用

において新たに必要となる知識や手間・時間もある

ため、常に期待通りの効果が得られるとは限らない

ものの、調査票の作成や配布回収の手間・時間・費

用の面での負担を少なからず軽減すると考えられ

ている。回答者にとってはコンピュータの操作にあ

る程度慣れていれば回答記入・返信の面で手間がか

からず都合のよい時に回答できるため、同じ自記式

でも紙のメディアよりは協力しやすい。 

Web 調査の問題点については、対象者が Web 利用

者に限られるため母集団に対する代表性を問うよ

うな標本調査が困難である問題や Web 上でのアン

ケートに協力する回答者に性別や年齢、あるいは回

答傾向に偏りがあることが問題点として指摘され

てきた（[3]）。中でもネット利用人口の増大により

今後は利用者の偏在による偏りよりも Web 利用者

としての回答者属性の偏りが調査結果の判断の上

で重要な検討課題となりつつある。今回は調査対象

者を限定した場合（クローズ調査）と、限定しない

場合（オープン調査）で回答傾向に差があるかどう

かの比較を行った。 

 

３． Web 調査実施における問題点 

３．１ 対象を限定した Web 調査の課題 

先に述べたように、Web 調査法は、次第に社会的

な調査の一手法として手続き的にも内容的にも本

格化しつつあるが、対象とする回答者群のスケール

が小規模または調査対象としての属性が限定され

る場合には、他の調査手法と同様、必ずしも目的に

合った標本を抽出できるとは限らない。その阻害要

因として１つはクローズ調査における対象者限定

に伴う技術的問題、もう一つはその対象者への調査

依頼手段の問題がある。後者については主にメール

を用いたがメールは必ずしも調査協力者の確保に

有効でないため、調査票システムの情報を周知させ

る方法としてはいろいろ問題が多い。ここでは特に

調査協力者側の匿名性確保の問題について考える。 

 

３．２ クローズ調査の調査対象者の選定における

問題 

情報通信(IT）ネットワークの利便性を積極的に

活用して、時間と場所の制約の少ない仕事を行うテ

レワーカーのうち、主に自宅近辺で独立した事業を

営む SOHO 事象者の実態を地域別に明らかにするこ

とが本来の調査の目的であった。しかし調査対象者

の選定作業を進める中で、地方で SOHO を営む形態
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に幅があり、必ずしも取引相手が同じ地域にあると

は限らないため、実は SOHO の所在すら確認できな

い状況にあることが明らかとなった。また、兼業

SOHOや被雇用 SOHOなどその形態の多様性を視野に

入れた実態調査を必要としたため、自己の活動を

SOHO と考える人であれば調査対象とすることにな

った。 回答者が回答記入ページを見る前に SOHO

タイプを選択するため、すべての回答者から SOHO

タイプに関する回答を得られた一方で、次のような

問題が生じた。１つは調査票システムの仕様に関す

る技術的な問題である。JAVA サーブレットにより

調査票を接続の度に自動生成させる方式を採用さ

せたことにより、何か不都合があると（たとえば回

答者が最初のページで SOHO タイプを選択せずに次

のページに進もうとするなど）最初のページからシ

ステムエラーが生じた。エラーの主な原因は他にも

リクエストの度に回答者 ID をデータベースに照会

することに起因するもの、インターネット上でのセ

ッション管理に関わるものがあった。このためログ

イン情報の照会が不要なオープン調査用のシステム

では、最初の接続時間を ID として保持させることに

より、ブラウザのウィンドウを閉じない限り、イン

ターネット接続が切断されても回答作業を継続して

行えるように同じ ID で送信可能な設定に変えた。 

 クローズ調査の場合、対象者集団が調査目的に合

わせて適切に選択しなければならないためこのよう

な問題が生じる。一般的に規模の大きな調査では事

前に募集した回答モニターから適切な回答者属性を

備えたサンプルを抽出するなどの方法がとられてい

る。しかし今回の調査のような限定的な対象者集団

の実態把握調査の場合にはこのような方法にも限界

があると思われる。その意味では、Web 上で公開さ

れた情報などを元に対象者を探索的に抽出するデー

タマイニングなどの手法の適用なども検討課題とし

て考えられる。 

３．３ 匿名性の問題 

Web 環境を利用する場合、回答者側が回答データ

とともに個人情報に関わる内容を送信することを

躊躇する場合が多いため、調査票では極力、氏名や

住所など個人を特定できないように配慮すること

が欠かせない。また、Web 調査票と電子メールを組

み合わせた方法や、送信内容を他人に読まれないよ

うに暗号化・記号化するなどの配慮や工夫が求めら

れる。 

また、Web 上の情報保護だけでなく、調査者側に

対しても匿名性を保たれていなければ回答しにく

いという意見も少なくなかった。そのため対象者と

地域を限定したクローズ調査では Web 上での情報

保護に配慮して、調査対象者のメールアドレスに事

前に ID とパスワードを送付し、あえて調査票に氏

名などを記入する欄を設けなかったが、インターネ

ット上の送信データのセキュリティ以上に事前に

氏名や連絡先のリストによって調査側が個人を把

握できる状態で回答することに抵抗があることが

わかった。これは今回の調査対象者が SOHO という

IT を利用して個人ベースで仕事をしている人たち

であるという、調査対象集団の属性との関係で考え

なければならない問題である。調査者側からはその

意味で Web 調査でしか調査できないグループであ

るにもかかわらず、回答者側からはむしろ Web 調査

であるがゆえに協力しにくいという矛盾した状況

が、回収された回答内容から伺われた。 

３．３ その他の問題 

（１）調査票の分量の問題 

調査票の分量についてはクローズ型の調査では

回答者の基本属性が５問のほかに２７問の設問を

用意した。インターネット接続時間の長期化にもつ

ながるため、オープン型では設問の統合や調査票シ

ステムの選択方式の工夫を行って若干ボリューム

を小さくした。 
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 図４ 回答者の調査票に対する意見（クローズ型）
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図５ 回答者の調査票に対する意見（オープン型） 

（２）調査慣れの問題 

Web アンケート調査への協力依頼が日常化して

いることにより Web 利用者に一種の調査慣れの問
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題が生じていることが伺われた。とりわけ幾人かの

回答者から指摘されたのは、よほどの動機付け（調

査課題や調査目的に対する理解や関心、何に役に立

つ調査であるかの位置づけ、謝礼や調査結果のフィ

ードバックの有無など）がなければ自分の時間を割

いて回答する気にはならない、という問題であった。 

また、自由記述のところで、調査時期や実施方法、

調査票の設計や内容に対する批判や意見、ときには

アドバイスを記入した人が多かった。このような調

査自体をメタレベルあるいは技術的な側面から見

る傾向もコンピュータや Web を日常的に利用して

いる回答者の特徴を表していると考えられる。 

 

４．回答数の分析結果 

福島県等で実施したクローズ型調査（64 人分）

と全国を対象に実施したオープン型調査（60 人分）

の回答票数、回答設問数、および回答記入数の比較

を行う。 

（１）回答票数 

 クローズ型の調査依頼数 455 に対して回収された

回答票数は 46、回答票率は 10%であった。回答記入

ページ(p.2)への接続数における有効回答票数（回答

票送信数）については大きな差がなく、どちらも 4

割を占めた。調査票閲覧者のうち有効回答票数を比

較すると表２のようになった。２つの調査法はほぼ

同じ傾向を示している。なお、有効回答票数が p.2

（調査票表示）から p.3（回答送信）で減少してい

るのは、一部の回答者が調査票ページを複数回表示

していることを示している。 

システム接続数に対する送信率

41.1% 42.0%

0.7% 0.0%

58.2% 58.0%

0.0%
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図６ 接続数に占める有効回答票数の割合 

表２ 有効回答数と調査票閲覧数（その他）

ページ番号 p.2（オープン） p.3（オープン） p.2（クローズ） p.3（クローズ）

有効回答数 76 60 95 64

その他 85 1 46 0

テスト送信 70 48 515 192

計 231 109 656 256  
（２）設問別回答数 

有効回答票とはいえ全ての設問に回答している

わけではない。そこで回答数を設問別に集計したと

ころ、設問別回答率の平均はどちらも 8 割を超えた。

多くの回答者は 20 分前後で回答している。 

（３）記入欄別回答数と回答率 

 記入欄別の回答数についても大きな差が見られな

い。 

表３ 設問別回答数と回答率 

クローズ型 記入率 オープン型 記入率

回答者数 64 - 60 -

回答者別平均 30 82.7% 31 87.3%

回答者別標準偏差 3 9.6% 3 7.2%

設問数 36 100.0% 35 100.0%  

表４ 記入欄別回答数と回答率 

クローズ型 記入率 オープン型 記入率

回答者数 64 - 60 -

平均 50 21.5% 50 29.8%

標準偏差 18 7.7% 13 7.9%

記入欄数 168 100.0% 233 100.0%  
５．むすび 

本稿では、SOHO 実態調査の実施過程で検討された

Web 調査法を適用する際の問題点や課題について得

に調査票システムの技術的な問題に関連して考察し

た。オープン調査とクローズ調査の回答数に関して

共通する傾向が示されたことは、このようなシステ

ム仕様の相違が必ずしも回答数に大きく影響しては

いない可能性を示唆している。 
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SOHO 調査の結果については文献[1][2]に詳しい。

本稿の内容の一部については 2003 年度日本テレワ

ーク学会研究発表会で口頭報告を行った。 
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